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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電動送風機及び集塵部を有する掃除機本体と、前記集塵部に着脱自在に設けられた集塵
ケースとを有し、
　前記集塵ケースは、塵埃を収容する塵埃収容室と、該塵埃収容室の開口部を開閉する塵
埃排出蓋と、該塵埃排出蓋を前記開口部に係止させる回動可能な第一の係止手段とを有す
る電気掃除機において、
　前記塵埃排出蓋の外側に回動可能に設けられると共に、前記第一の係止手段を係止する
第二の係止手段を設け、
　前記集塵ケースを前記集塵部に装着した状態では、前記掃除機本体によって前記第二の
係止手段が回動し、前記第一の係止手段が操作されても前記第二の係止手段が前記第一の
係止手段を係止して前記第一の係止手段による前記塵埃排出蓋の係止の解除を阻止し、
　前記集塵ケースを前記集塵部から取り外した状態では、前記第二の係止手段による前記
第一の係止手段の係止が解除され、
　前記第二の係止手段が回動する際、前記第二の係止手段の前記掃除機本体と当接する部
分の変位に比べ、前記第二の係止手段の前記第一の係止手段を係止する部分の変位が大き
いことを特徴とする電気掃除機。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第一の係止手段の前記第二の係止手段によって係止される部分よりも前記第一の係



(2) JP 4654158 B2 2011.3.16

10

20

30

40

50

止手段の回動軸から離れた部分が突起状に形成されていることを特徴とする電気掃除機。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　前記第一の係止手段が操作されたまま前記集塵ケースが取り出された場合、前記第二の
係止手段が前記第一の係止手段を係止しつづけることを特徴とする電気掃除機。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれかにおいて、
　前記集塵ケースのハンドルが設けられた方を前記集塵ケースの上方とすると、前記第二
の係止手段の前記掃除機本体と当接する部分は、前記第二の係止手段の前記第一の係止手
段を係止する部分よりも下方に位置することを特徴とする電気掃除機。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記第二の係止手段の回動軸は、前記第二の係止手段の前記掃除機本体と当接する部分
よりも下方に位置することを特徴とする電気掃除機。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気掃除機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　集塵ケースを掃除機本体から取り出す際に、誤って集塵ケース内に収容した塵埃がこぼ
れないように考案された電気掃除機は、例えば、特開２００４－３２９５９７号公報（特
許文献１）に記載されている。
【０００３】
　特許文献１に示される電気掃除機は、集塵部に着脱自在に設けられた集塵ケースに堆積
した塵埃を排出するための係止手段（蓋開閉ボタン）を不用意に押されないように誤開閉
機能を追加されているが、いずれの場合も使用者が誤開閉防止機能を解除する動作が必要
であった（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３２９５９７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　集塵部に着脱自在に設けられた集塵ケースに堆積した塵埃を排出するための係止手段
（蓋開閉ボタン）を不用意に押されないように誤開閉防止機能を追加された場合、使用者
が誤開閉防止機能を解除する動作が必要であり、ごみすてのたびに毎回、誤開閉防止機能
を解除してから係止手段（蓋開閉ボタン）を操作する動作となり不便であった。
【０００６】
　本発明は上記従来の課題を解決しようとするもので、集塵部から集塵ケースを取り出す
ときには塵埃を排出するための係止手段（蓋開閉ボタン）を不用意に押されないように誤
開閉防止機能を追加すると共に、集塵部から集塵ケースを取り出した後には誤開閉防止機
能が自動的に解除され、塵埃を排出するための係止手段（蓋開閉ボタン）を押すと、集塵
ケースから塵埃排出用の蓋が開き、簡単にごみすてができる使い勝手の良い電気掃除機を
提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために本発明の特徴とするところは、電動送風機及び集塵部を有す
る掃除機本体と、前記集塵部に着脱自在に設けられた集塵ケースとを有し、前記集塵ケー
スは、塵埃を収容する塵埃収容室と、該塵埃収容室の開口部を開閉する塵埃排出蓋と、該
塵埃排出蓋を前記開口部に係止させる回動可能な第一の係止手段とを有する電気掃除機に
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おいて、前記塵埃排出蓋の外側に回動可能に設けられると共に、前記第一の係止手段を係
止する第二の係止手段を設け、前記集塵ケースを前記集塵部に装着した状態では、前記掃
除機本体によって前記第二の係止手段が回動し、前記第一の係止手段が操作されても前記
第二の係止手段が前記第一の係止手段を係止して前記第一の係止手段による前記塵埃排出
蓋の係止の解除を阻止し、前記集塵ケースを前記集塵部から取り外した状態では、前記第
二の係止手段による前記第一の係止手段の係止が解除され、前記第二の係止手段が回動す
る際、前記第二の係止手段の前記掃除機本体と当接する部分の変位に比べ、前記第二の係
止手段の前記第一の係止手段を係止する部分の変位が大きいことにある。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、集塵ケースを掃除機本体から取り外すときに、使用者が誤って第一の
係止手段を押しても第二の係止手段によって係止されているため塵埃排出蓋が開くことが
ない。さらに、第二の係止手段が第一の係止手段を係止する作用およびこの係止の解除を
確実に行うことができる。

【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明の一実施例について、図面を引用して説明する。
【００１０】
　まず、本発明の一実施例を添付の図面に基づいて説明する。
【００１１】
　図２は本発明の一実施例に係る電気掃除機の全体外観図である。掃除機本体２０４は、
電動送風機（図示せず）とコードリール（図示せず）とを内蔵する。前記電動送風機を駆
動した際の吸気力により、吸口２０１から含塵空気を吸い込み、吸い込んだ含塵空気を延
長管２０２とホース２０３を介して掃除機本体２０４に吸い込ませ、後述する集塵ケース
３０１で塵埃を捕集（集塵）した後に空気を機外に排気する。
【００１２】
　図３は本発明の一実施例に係る掃除機本体２０４の外観図である。掃除機本体２０４は
、図３に示すように、下本体ケース２０６と上蓋３０２の間に配置した上本体ケース207
の凹部に形成した集塵ケース収納部に、集塵部２０５を構成する集塵ケース３０１を着脱
可能に装着しており、集塵部２０５を覆うように開閉自在な上蓋３０２を設けている。な
お、上蓋３０２は、上本体ケース２０７の上側後部に転回可能に取り付けている。集塵ケ
ース３０１の出し入れは、図３に示すように上蓋３０２を開いて行い、電気掃除機を運転
中には、上蓋３０２は閉じられている。
【００１３】
　掃除機を運転すると、掃除機本体２０４に搬送された含塵空気は、集塵部２０５で塵埃
と空気に分離され、集塵ケース３０１内に分離した塵埃を収容する。
【００１４】
　図１は本発明の一実施例に係る集塵ケース３０１の外観図である。この集塵ケースには
、第一の係止手段１０２と、第二の係止手段１０４を設けている。第一の係止手段１０２
と塵埃排出蓋１０１を開閉する蓋開閉ボタンを兼ねており、第二の係止手段１０４は、第
一の係止手段１０２の誤開閉防止機能として作用する。
【００１５】
　図１１は本発明の一実施例に係わるもので、第二の係止手段１０４の側面図である。第
二の係止手段１０４は、集塵ケース３０１を掃除機本体２０４に装着した際に、上本体ケ
ースから押される、つまり力点である凸部４０１を備えている。この凸部４０１が押され
ると、軸４０３を回転中心として回動する。フック４０２は、凸部４０１を挟んで軸403
の反対側である第二の係止手段１０４の上部に設けている。なお、第二の係止手段１０４
と塵埃排出蓋１０１の間にはバネＢ４０５が設けている。このため、凸部４０１が付勢さ
れていない場合、このバネＢに押されてフック４０２は、図１１中の矢印の左向き、つま
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り、塵埃排出蓋１０１から離れる方向に付勢されている。
【００１６】
　ここで、第二の係止手段１０４には鉤Ｃ４１１を設けている。鉤Ｃ４１１は塵埃排出蓋
１０１に係合しており、また、軸４０３を塵埃排出蓋１０１に取り付けているので、第二
の係止手段１０４が塵埃排出蓋１０１から外れないようになっている。
【００１７】
　なお、凸部４０１を押すと第二の係止手段１０４が、塵埃排出蓋１０１側へ平行移動す
るものでもよいが、図１１に示すように、凸部４０１を押されると、軸４０３を回転中心
として回動するものの方が、凸部４０１の変位に比べフック４０２の変位を多くすること
ができ、第一の係止手段１０２を係止し易いので、より好ましい。
【００１８】
　図１２は本発明の一実施例に係わるもので、第一の係止手段１０２の側面図である。第
一の係止手段１０２はバネＡ４０４に付勢されているので、この第一の係止手段１０２に
設けた軸１０７を挟んで、バネＡ４０４の反対側に配置した鉤Ａ４０９は図１２中の矢印
の下向きに付勢されている。このため、鉤Ａ４０９は塵埃排出蓋１０１に設けた係止部
１０６と係合して、塵埃排出蓋１０１を閉じている。なお、ハンドル１０３が第一の係止
手段１０２の上方を押さえているので、集塵ケース３０１から外れないようになっている
。
【００１９】
　次に第二の係止手段１０４の働きを図４，図７および図８を使って説明する。図４は本
発明の一実施例に係る集塵ケース３０１の外観図である。図７は図４に示す集塵ケース
３０１の中央縦断面図である。図８は図７に示すＡ部の拡大図である。
【００２０】
　集塵ケース３０１には堆積した塵埃を廃棄するための塵埃排出蓋１０１、および塵埃排
出蓋１０１を開閉する蓋開閉ボタンを兼ねる第一の係止手段１０２を設けている。集塵ケ
ース３０１を集塵部２０５から取り出すとき、使用者はハンドル１０３を保持して掃除機
本体２０４から引き出すが、このとき誤って第一の係止手段１０２を押す可能性がある。
そのため本発明では、塵埃排出蓋１０１の外側に回動可能に第二の係止手段１０４を設け
ている。すなわち、第二の係止手段１０４が第一の係止手段１０２と係止する位置にある
とき、第一の係止手段１０２が操作されると、第一の係止手段１０２は塵埃排出蓋１０１
の係止を解除するが、第二の係止手段１０４と係止するので、塵埃排出蓋１０１は開かな
い。
【００２１】
　これらの図では、集塵ケース３０１が、掃除機本体２０４に装着されているときを表し
ており、第二の係止手段１０４は先端の凸部４０１が掃除機本体２０４に押されて図示の
状態になっている。なお、掃除機本体２０４に集塵ケース３０１を装着した状態では、第
二の係止手段１０４は先端の凸部４０１が掃除機本体２０４の上本体ケース２０７と当接
して、集塵ケース３０１の下流側に設けたフィルター３０３側に押されている。
【００２２】
　本実施の形態では、凸部４０１が押されることにより、第二の係止手段１０４は凸部
４０１の下方に設けた軸４０３を回転中心として、第二の係止手段１０４に配置している
フック４０２が、塵埃排出蓋１０１側に付勢されている。このとき、第一の係止手段102
を押し下げても、フック４０２により係止されているので塵埃排出蓋１０１が開くのを防
ぐことができる。なお、第一の係止手段１０２に突起状の鉤Ｂ４１０を設けておくと、フ
ック４０２が第一の係止手段から外れにくくすることができる。
【００２３】
　ここで、第二の係止手段１０４は凸部４０１の下方に設けた軸４０３を回転中心として
、第二の係止手段１０４の上方に配置しているフック４０２が、塵埃排出蓋１０１側に付
勢されている。このように配置しているので、凸部４０１の変位に比べフック４０２の変
位を大きくすることができる。このため、第二の係止手段１０４が前記第一の係止手段
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１０２を係止する作用、およびこの係止の解除を確実に行うことができる。
【００２４】
　以上により、使用者が誤って第一の係止手段１０２を押しても第二の係止手段１０４に
よって係止されているため、塵埃排出蓋１０１が開くことがない。また、第一の係止手段
１０２を押したまま、集塵ケース３０１を引き出しても、第二の係止手段１０４によって
係止されつづけているため塵埃排出蓋１０１が開くことがない。この結果、集塵ケース
３０１を掃除機本体２０４から取り出す際に誤って塵埃排出蓋１０１が開き、集塵ケース
３０１内に収容した塵埃をこぼすのを防ぐことができる。
【００２５】
　ここで、集塵ケース３０１が掃除機本体２０４に装着されているときに、第二の係止手
段１０４により第一の係止手段１０２を押せないように構成してもよい。また、集塵ケー
ス３０１が掃除機本体２０４に装着されているときに、第一の係止手段１０２を押せても
、第二の係止手段１０４に設けたフック４０２と第一の係止手段に設けた鉤Ｂ４１０が外
れないように配置しておけば、塵埃排出蓋１０１が誤って開くことを防げる。
【００２６】
　第一の係止手段１０２には、鉤Ｂ４１０とは反対側に塵埃排出蓋１０１を係止する鉤Ａ
４０９を設けている。第一の係止手段１０２はバネＡ４０４により鉤Ａ４０９が塵埃排出
蓋１０１を係止する方向に付勢されている。このため、第一の係止手段１０２を下方向に
押し下げると、鉤Ａ４０９が上方に動いて、塵埃排出蓋１０１の係止を解除し、塵埃排出
蓋１０１が開く。ここで、塵埃排出蓋１０１を閉める場合も、第二の係止手段１０４はバ
ネＢ４０５により第一の係止手段１０２とは反対の方向へ押し付けられているので、塵埃
排出蓋１０１の係止を阻害することが無い。
【００２７】
　図５は本発明の一実施例に係る集塵ケース３０１の外観図である。図９は図５に示す集
塵ケース３０１の中央縦断面図である。図１０は図９に示すＢ部の拡大図である。図６は
本発明の一実施例に係る集塵ケースの外観図である。これらの図では、集塵ケース３０１
が掃除機本体２０４から取り外された状態を表している。集塵ケース３０１を掃除機本体
２０４から取り出すと、第二の係止手段１０４に設けた凸部４０１は塵埃排出蓋１０１側
へ付勢されなくなる。このため、第二の係止手段１０４は内部に設けたバネＢ４０５（図
７参照）が伸びて、軸４０３を回転中心として回動し、第一の係止手段１０２から離れる
。このことにより、第一の係止手段１０２は自由に回動可能となる。また、第二の係止手
段１０４の回動はバネＢ４０５により自動的に行われるため使用者が第二の係止手段104
を動かす必要が全く無い。
【００２８】
　このため、集塵ケース３０１内のゴミを廃棄する際には、図６に示すように、塵埃排出
蓋１０１を開閉する蓋開閉ボタンを兼ねる第一の係止手段１０２を押せばよい。ここでは
、第一の係止手段１０２を押して塵埃排出蓋１０１の係止を解除すると、塵埃排出蓋101
が開いて、開口３０４から塵埃を廃棄することができる。このため、集塵ケース３０１内
のゴミを用意に廃棄する事が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施例に係る集塵ケースの外観図である。
【図２】本発明の一実施例に係る電気掃除機の全体外観図である。
【図３】本発明の一実施例に係る掃除機本体の外観図である。
【図４】本発明の一実施例に係る集塵ケースの外観図である。
【図５】本発明の一実施例に係る集塵ケースの外観図である。
【図６】本発明の一実施例に係る集塵ケースの外観図である。
【図７】図４に示す集塵ケースの中央縦断面図である。
【図８】図７に示すＡ部の拡大図である。
【図９】図５に示す集塵ケースの中央縦断面図である。
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【図１０】図９に示すＢ部の拡大図である。
【図１１】本発明の一実施例に係る第二の係止手段の側面図である。
【図１２】本発明の一実施例に係る第一の係止手段の側面図である。
【符号の説明】
【００３０】
　１０１…塵埃排出蓋、１０２…第一の係止手段（蓋開閉ボタン）、１０３…ハンドル、
１０４…第二の係止手段（誤開閉防止機能）、２０１…吸口、２０２…延長管、２０３…
ホース、２０４…掃除機本体、３０１…集塵ケース、３０２…上蓋、４０１…凸部。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】
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